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在 チリ日 本大 使 館 経済 班 

チリ経 済 情 勢 報 告 （2018年 １月 ） 

 

 
１．経 済 指 標  
（１） 経 済 活 動 指 数 （ IM ACEC ） － 前

年 同 月 比 2.6％増 －  
12 月 の IMACEC は 前 年 同 月 比 2.6 ％ ，

季 節 調 整 済 前 月 比 は0.3％となり，順 調

な回 復 を 見 せ た 。 中 銀 に よる と， 前 年 に

比 べ て 営 業 日 数 が ２ 日 少 な か っ た 。 鉱

業 は 前 年 同 月 比 3.8 ％ と 引 き 続 き 好 調

で，鉱 業 以 外 の業 種 も同 2.5％と回 復 し

て お り ， 商 業 ， サ ー ビ ス 業 が 上 昇 し て い

る 。 な お ， 季 節 調 整 済 前 月 比 で は 鉱 業

は ▲ 2.1 ％ ， 非 鉱 業 部 門 は 0.6 ％ と な っ

た。 

中 銀 ア ン ケ ー ト に よ る ３ 月 の IMACEC の 予 想 は 前 年 同 月 比 3.0 ％ （ 中 央 値 ） と な っ て い

る。 

 

（２） 消 費 －改 善 している－  
①  12 月 の 商 業 活 動 指 数 （ 実 質 ， INE

公 表 ） は ， 先 月 に 引 き 続 き 前 年 同 月

比 3.1 ％ と な っ た 。 同 指 数 の 小 売 業

（除 く車 ）は同 3.9％となった。 

②  12 月 の ス ー パ ー マ ー ケ ッ ト 販 売 額

（ 実 質 ， INE 公 表 ） は ， 前 年 同 月 比

5.8％となった。 

③  12月 の商 業 販 売 額 （チリ商 工 会 議

所 公 表 ，サンティアゴ首 都 圏 ，暫 定 値 ）

＜概 要 ＞ 景 気 は回 復 している。  
● 消 費 は改 善 している。  
● 企 業 マインドは急 速 に上 昇 し，生 産 は回 復 している。  
● 失 業 率 は低 下 している。  
● 消 費 者 物 価 は上 昇 率 が低 下 している。  
● 貿 易 は黒 字 が拡 大 している。  
● 銅 価 格 が上 昇 し，為 替 は急 速 にペソが強 くなっており，株 価 も上 昇 している。  

先 行 きについては，銅 価 格 及 び為 替 の動 向 が国 内 経 済 に与 える影 響 に引 き続 き留

意 する必 要 がある。 
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は，0.9％となった。 

④  11月 の消 費 者 認 識 指 数 （CEEN公 表 ）は111 . 1と前 月 （109 . 2 ）から回 復 している。現 状

指 数 は128 . 2（113 . 6），将 来 指 数 は105 .1（107 .9）となった。  

⑤  12 月 の 新 車 販 売 台 数 は 34 ,758 台 （ 前 年 同 月 比 9.8 ％） と な っ た 。 2017 年 の 販 売 台 数

合 計 は36万 900台 で前 年 比 18 .1％増 となった。  

 

（３） 鉱 工 業 生 産 ，電 力 －回 復 してい

る－  
12 月 の 工 業 生 産 指 数 は ， 前 年 同 月

比 ▲ 3.4 ％ と な っ た 。 セ ク タ ー 別 で は ， 革

製 品 が 28.7 ％ ， た ば こ が 13 .6 ％ と 増 加 す

る 一 方 ， そ の 他 の 運 搬 製 品 が 同 ▲

38 .1％，印 刷 製 品 が▲34.8％，衣 料 が▲

24 .3％と下 落 している。 

12 月 の 鉱 業 生 産 指 数 は 前 年 同 月 比

4.2％，銅 生 産 量 は同 5.6％となった。 

12 月 の 電 力 指 数 は 前 年 同 月 比 2.4 ％

となった。 

 

（４） 企 業 の 業 況 判 断 － 急 速 に 上 昇

した－  
12 月 のIMCE （ 企 業 業 況 判 断 指 数 ） は

53 .79ポ イ ント と ， 先 月 から 急 速 に 上 昇 し ，

前 月 差 は 9.79 ポ イ ン ト と な っ た 。 IMCE が

50 ポ イ ン ト を 超 え た の は ， 2014 年 3 月 以

来 と な っ た 。 内 訳 を 見 る と ， 鉱 業 が 62 .96

（ 前 月 差 23 .30 ポ イ ン ト ） と 急 速 に 上 昇 し

て お り ， 商 業 が 60.08 （ 同 3.66 ポ イ ン ト ） ，

製 造 業 も 50 .15 （ 同 7 .59 ポ イ ン ト ） ， 建 設

業 が43 .18（同 8.80ポイント）と総 じて上 昇

している。 

 

（５） 不 動 産 － 住 宅 ・ 非 住 宅 と も に 下

落 している－  
12月 の建 築 許 可 面 積 （INE公 表 ）は前

年 同 月 比 ▲ 23.1 ％ （ 3 か 月 移 動 平 均 ） と

下 落 が 続 い て い る 。 内 訳 を 見 る と ， 住 居

が同 ▲23.4％，非 住 居 は同 ▲22 .1％と下

落 が続 いている。 
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(%) 消費者物価の動向

総合 コア 政策金利

インフレターゲット
（2～4％）

（６） 雇 用 －失 業 率 は低 下 している－  
10～12月 期 の失 業 率 は先 月 に 引 き 続

き 6.4 ％ と ， 低 下 し て い る 。 前 年 同 期 比 で

見 る と ， 労 働 力 人 口 は 229 , 894 人 増 加

（ 前 年 同 期 比 2.6 ％ ） ， 就 業 者 数 は

189 , 663 人 増 加 （ 同 2.3 ％ ） し ， 失 業 者 数

は 40,232 人 増 加 （ 同 7.6 ％ ） し て い る 。 就

業 者 数 を 職 業 別 に み る と ， 不 動 産 業 が

前 年 同 期 比 16.8 ％ ， 教 育 ・ 科 学 技 術 が

同 12.9 ％ ， そ の 他 の サ ー ビ ス が 同 11.4 ％

と増 加 する一 方 ，商 業 が▲2.8％，製 造 業 が▲2.3％と減 少 している。 

12月 の賃 金 は，名 目 は前 年 同 月 比 4.6％，実 質 は同 2.3％となった。 

 

（７） 物 価 －上 昇 率 が低 下 している－  
１月 の消 費 者 物 価 指 数 （総 合 ）は，前

月 比 は0.5％，前 年 同 月 比 は2.2％となっ

た 。 品 目 別 に 前 年 同 月 比 の 動 き を み る

と 生 鮮 野 菜 果 物 （ 10 . 7 ％ ） ， 燃 料

（4.6％），アルコール・タバコ（4 .6％）が上

昇 している一 方 ，衣 料 品 ・靴 （▲6.0％），

通 信 （▲1.2％）と下 落 している。 

中 銀 ア ンケートに よる３月 の消 費 者 物

価 指 数 （ 総 合 ） の 予 想 は 前 月 比 0.4 ％ と

なってい る。イ ンフレ 期 待 は1 年 後 ：2 .6％

（前 月 2.6％），2年 後 ：3.0％（前 月 3.0％）であり，引 き続 き物 価 の回 復 には時 間 がかかる

と見 ている。 

12月 の生 産 者 物 価 （全 産 業 ）は，前 月 比 は0.4％，前 年 同 月 比 は8.4％となった。鉱 業

が上 昇 （前 年 同 月 比 13 .3％）し続 ける一 方 ，銅 以 外 の産 業 では伸 び率 が低 下 （同 4.0％）

しており，特 に農 耕 牧 畜 （同 ▲2.4％）と減 少 している。 

 

（８） 貿 易 －黒 字 が拡 大 している－  
①  １ 月 の 輸 出 額 （ FOB ） は 66 . 6 億 ド ル

（ 前 年 同 月 比 19 .0 ％ ） と な っ た 。 内 訳 を

見 る と ， 鉱 業 品 29 .3 億 ド ル （ 同 9.3 ％ ） ，

農 林 水 産 品 11.9億 ドル（同 59 .5％），製

造 業 品 25.4億 ドル（同 17 .1％）となった。

鉱 業 品 のうち銅 は25.8億 ドル（同 7.0％）

となった。 

②  １ 月 の 輸 入 額 （ FOB ） は 54 . 4 億 ド ル
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IPSAサンティアゴ主要株価指数（2002/12/30=1000）

（ 前 年 同 月 比 11.0 ％ ） と な っ た 。 内 訳 （ CIF ） は ， 消 費 財 18.3 億 ド ル （ 同 19 .0 ％ ） ， 中 間 財

28 .9億 ドル（同 13 .2％），資 本 財 10 .5億 ドル（同 ▲5.5％）となった。 

③  12月 の貿 易 収 支 （FOB）は12 . 1億 ドルの黒 字 となった。 

 

（９） 対 日 ・中 ・韓 貿 易  
①  対 日 貿 易 （FOB）：12月 の貿 易 額 は，輸 出 額 7.5億 ドル（前 年 同 月 比 27 .9％），輸 入 額

1.4億 ドル（同 3.0％），貿 易 総 額 では8.9億 ドル（同 23 .1％）となった。 

②  対 中 貿 易 （FOB）：12月 の貿 易 額 は，輸 出 額 20.8億 ドル（前 年 同 月 比 2.0％），輸 入 額

12 .7億 ドル（同 6.7％），貿 易 総 額 では33.5億 ドル（同 3.7％）となった。 

③  対 韓 貿 易 （ FOB ） ：12 月 の 貿 易 額 は ， 輸 出 額 3.9 億 ド ル （ 前 年 同 月 比 ▲ 1.6 ％ ） ， 輸 入

額 1.2億 ドル（同 ▲17.8％），貿 易 総 額 では5.1億 ドル（同 ▲6.1％）となった。 

 

 

２．市 場 の動 き 

（１） 国 際 銅 価 格 －高 まっている－  
１ 月 の 国 際 銅 価 格 は 1ポ ンド 3 .2572 ドル （２ 日 ）

で 始 まり ， 月 末 に は3.2207 ドル （ 31 日 ） と 前 月 末

比 ▲0.8％で終 了 した。 

１ 月 の 銅 在 庫 は ， 542 ,530 ト ン （２ 日 ） で 始 ま り ，

月 末 に は 670 ,302 （ 31 日 ） と 前 月 末 か ら 増 加 し

た。 

 

（２） 為 替 －ペソが強 くなっている－  
１ 月 の 為 替 は， 1 ドル 614 . 75ペ ソ （２ 日 ） で 始 ま

り ， 世 界 的 な ド ル 安 と 銅 価 格 の 高 騰 が 影 響 し ，

一 時 期 599 .03 ペ ソ（ 26 日 ） と 1 ド ル600ペ ソ を 割 り

込 んだ。月 末 には604 .42ペソ（31日 ）と前 月 末 差

▲10.8ペソで終 了 した。 

 

（３） 株 価 －上 昇 している－  
１月 のIPSA値 （サンティアゴ主 要 株 式 指 数 ）は

5618 . 91 ポ イ ン ト （ ２ 日 ） で 始 ま っ た 。 先 月 末 か ら

上 昇 し続 け，月 末 に は5855 . 38ポイ ント（31日 ）と

なり，前 月 末 比 5.2％で終 了 した。 
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3．経 済 トピックス 

（１） 鉱 山 探 鉱 及 び採 掘 の許 可 数 減 少 （２０１７年 ）（報 道 ）  
鉱 業 は 銅 価 が ポ ン ド 当 た り ３ 米 ド ル を 超 え て 推 移 し 好 調 な 中 ， ２ ０ １ ７ 年 は 探 鉱 及 び 採 掘 の コ ン セ ッ

ショ ン 許 可 数 が 減 少 する と いう 懸 念 すべ き 兆 候 も 見 られ た 。 業 界 に よ れ ば ， 当 該 数 値 は 将 来 の 生 産 を

占 うバロメー ターであるとい う。  

鉱 業 の 電 子 公 報 （ D i a r i o  O f i c i a l）によれば，２０１７年 の鉱 山 採 掘 のコン セッション許 可 数 は２，７ ５

６ 件 で 対 前 年 比 で は２８ ．７％ 減 であ る。 当 該 数 値 は， 鉱 業 の 成 長 サ イ クルに 連 動 し てお り，２ ０１３ 年

以 降 減 少 し て い る 。 探 鉱 の 許 可 数 も ポ ジ テ ィ ブ な も ので は な く ，２ ０ １７ 年 は １ ３ ，９ ９８ 件 で 対 前 年 比 ２

３．９％減 であった。これは ２００７年 以 来 の 低 い数 値 である。  

一 方 ， 銅 価 が ３ 米 ド ル 近 辺 で 推 移 する と の 予 測 か ら， 当 該 許 可 数 に も 回 復 の 兆 し が あ る と 専 門 家

は見 ている 。  

 

（２） 中 国 企 業 Yanghe 社 によるチリワイナリー買 収 （報 道 ）  
中 国 企 業 J i a n g s u グループの子 会 社 Ya n g h e 社 は， 代 理 店 を 通 じて， チリワイナリーのサンペドロに

対 して，「サ」社 株 の１２． ５％に当 た る６６百 万 米 ドルを支 払 った。  

 当 該 投 資 は，２０１７年 に 同 じく 中 国 企 業 の Ya n t a i  C h a n g yu 社 がチ リワイナリーの B e t h w i n e s 社

の株 ８５％（５０百 万 米 ド ル）買 収 の 金 額 を上 回 る 。  

 

（３） 中 国 企 業 との鉄 道 計 画 （報 道 ）  
４ 日 ， バチ ェ レ 大 統 領 は サ ン テ ィ ア ゴ と バル パ ラ イ ソ を 繋 ぐ 高 速 鉄 道 計 画 プ ロ ジ ェ ク ト に 出 席 し た 。 こ れ

は，シグド・コッパー 社 及 び ラテンアメリカ・インフ ラによ るチリグループと， 中 国 中 鉄 （チャイ ナ・レールウェイ・グ

ループ社 ： C R E C）との T V S コンソーシアムによって 計 画 された。 このチリ・中 国 のコンソーシアムは，約 １６

億 米 ド ル の 費 用 を 推 定 され ， 国 か らの 補 助 金 等 の 財 源 無 く ， 民 間 企 業 の 投 資 だ け で 実 施 す る 予 定

である。本 プロジェクトの認 可 後 ， 実 現 までに約 ４ 年 かかる 予 定 である。  

 ８ ９ ０ 名 の 乗 客 を 収 容 す る 列 車 を 想 定 し ， サ ン ア ン ト ニ オ に あ る 既 存 の 鉄 道 を 利 用 し ， サ ン ア ン ト ニ オ

港 と バルパ ライソを結 ぶ 貨 物 輸 送 も 含 まれてい る。 列 車 は 毎 時 ２００キロの 速 度 を 有 し， 南 米 初 の 高 速

鉄 道 と な る。 サンテ ィアゴ と ビーニャ デルマルを ３９ 分 で ，サンテ ィアゴ と バル パ ライ ソを４５ 分 で 結 ぶ ことと な り ，

既 存 のバス 輸 送 での移 動 時 間 を約 半 分 に 短 縮 する。  

 T V S 社 長 のアルバロ・ゴンザレス氏 は， この 高 速 列 車 が 新 たな 鉄 道 技 術 の我 が 国 にも たらし， 現 在 の

移 動 時 間 を短 縮 し， 鉄 道 がチリの 移 動 手 段 の主 役 に 返 り 咲 く，と 述 べた 。  

 

（４） 中 国 投 資 に対 する投 資 促 進 庁 長 官 コメント（報 道 ）  
（中 国 の J i a n g s u  Ya n g h e  D i s t i l l e r y 社 が当 地 の主 要 なワイナリーであるサン・ペドロ・タラパカ社 の

株 式 を 1 2 . 5％ 取 得 し た ことに 対 し）中 国 が チリへの投 資 に 高 い 興 味 を持 っ ていることを 示 す， 良 いニ ュー

スだと捉 え ている。（ 中 国 の投 資 は）事 業 のリサーチ の段 階 から， 実 施 の 段 階 へと向 上 してきてお り， 更 に

向 上 し て い く と 見 込 ん で い る 。 実 際 ， （ ワ イ ナ リ ー へ の 投 資 だ け で な く ， ） 中 国 南 方 電 網 （ C h i n a  

S o u t h e r n  P o we r  G r i d）は Tr a n s e l e c 社 の 2 7 ％，金 額 で 1 3 億 米 ドルの株 を有 し ており，これは 偉

大 なことである。 投 資 促 進 庁 （ I n ve s t C h i l e）は 現 在 ， 中 国 資 本 を元 と する 11 のプロジェクトをサポート

しており，投 資 規 模 は 約 1 5 億 米 ドルに 達 する 可 能 性 がある。  
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（ 中 国 資 本 は ， 始 め は ブ ラジ ル と ア ル ゼ ン チ ン に 向 か っ て い た の が ， な ぜ 今 チ リ に 向 か っ て い る の か ？ ） 中

国 の 我 が 国 へ の 投 資 方 法 は ， 我 々 が 直 感 的 に 考 え て い た こと が 実 行 され 始 め て い る 。 つ ま り 誠 実 で 堅

実 な 企 業 を 買 収 する こと であり，これは 中 国 企 業 が欧 米 で 投 資 してい る 方 式 であり ， 近 年 ラ米 で 行 って

いる方 法 とは 異 な る。  

（ 中 国 は な ぜ 戦 略 を 変 え た の か ？ ） 中 国 は 主 に ， 技 術 ， 建 設 ， 金 融 サ ー ビ ス を 大 規 模 公 共 イ ン フ ラ

プロ ジ ェ クト へ 提 供 する こ と で ， 中 南 米 市 場 に 参 加 し て き た 。 し か し この 方 法 は チ リ に お い て は 有 効 で は な

か っ た 。 彼 らは 同 じ 方 法 を 実 施 し よ う と し て き た が ， （チ リ で 公 共 イ ン フ ラプ ロ ジ ェ クト へ 参 加 する に は ， ） チ リ

の 運 用 方 式 ， 主 に コン セ ッショ ン 方 式 を 理 解 する 必 要 が あ った 。 この 様 な 環 境 の 中 ， 中 国 か らの 投 資 は

続 い て お り ， 将 来 的 に も 続 い て い く だ ろ う 。 この 方 法 は チ リ が 他 の 地 域 と の 一 線 を 画 す こ と を 意 味 し ， 買

収 によるチリへの 投 資 は 繰 り 返 し 続 くだろう。  

（エネルギー ， 鉱 業 ， イン フ ラは 中 国 が 関 心 を 示 し て いる 分 野 だ が， 拡 大 し て いくか？） 彼 らは チリで， こ

れ ら の 分 野 に お け る 投 資 モ デ ル が ど の よ う に 機 能 し て い く か を 学 ぶ 立 場 を 取 っ て い る 。 最 近 の 入 札 で は ，

競 争 力 の あ る 価 格 に 近 づ い て お り ， この 先 も 続 く と 思 われ る 。 ま た これ らの 分 野 に 加 え ， ワ イ ン の よ う な 貿

易 分 野 への投 資 は 拡 大 していくだろう。  

 

（５） 携 帯 電 話 の輸 入 台 数 ・単 価 （２０１７年 ）（報 道 ）  
 ２０１７年 ， 携 帯 電 話 の輸 入 台 数 は 対 前 年 比 では減 少 した が， 一 台 当 たりの単 価 は 上 昇 してい る。

国 家 税 関 サービスによれ ば，２０１７ 年 の 携 帯 電 話 の 輸 入 台 数 は ９３０ 万 台 ，２０１６ 年 の９８０ 万 台 か

らは ５ ． ８ ％ の 減 少 で あ っ た 。 一 方 ， 輸 入 総 額 は ， １ ， ４ ２ ６ 百 万 米 ド ル で ， 対 前 年 比 で は ３ ． ４ ％ の 増

加 であった。  

 輸 入 台 数 の 減 少 につ いては， 国 内 の 経 済 低 迷 によ る 消 費 者 の 購 買 力 減 が 影 響 したとみ られ ，一 方 ，

単 価 の 上 昇 については， アジア製 品 （ 韓 国 ， 中 国 ，日 本 ）の多 様 化 による 影 響 があった とみられている。  

 業 界 関 係 者 によれ ば， チリの 消 費 者 は 日 々 にア ジア 製 品 に 対 する 信 頼 性 を 高 めてい るとの こと。 輸 入

トップは，サムスンで３９０万 台 ， 総 額 ５３０．６百 万 米 ドル。 第 ２ 位 は，H u a we i で１２０万 台 ， 総 額 １８

９．９ 百 万 米 ド ル。そ の 後 に，モト ロー ラ，ア ップルが 続 く。 業 界 関 係 者 は ，２ ０１８ 年 も 輸 入 の 増 加 傾 向

を見 込 む。  

 

（６） ２０１７年 の外 国 人 観 光 客 ・収 入 （報 道 ）  
 経 済 省 観 光 庁 に よ れ ば ， ２ ０ １ ７ 年 の チ リ 来 訪 の 外 国 観 光 客 は ６ ４ ０ 万 人 に 達 し ， こ れ に 伴 う 観 光

収 入 額 は，４２ 億 米 ドル を記 録 した。 対 前 年 比 では，３５．６％の増 加 である。  

 最 も 多 か っ た 外 国 人 観 光 客 は ， アル ゼ ン チン で 総 支 出 額 は １３ ． ５ 億 米 ド ル。 この 次 に ， 欧 州 ， ブ ラジ

ル及 び 米 国 が 続 く。 一 方 で， 中 国 か らの 観 光 客 の 増 加 も 注 目 に 値 する。 対 前 年 比 では３３．８ ％の 増

加 で３万 人 を 超 えた 。  

 モ ンテス 観 光 次 官 は ， 外 国 人 観 光 客 に よ る チ リ 滞 在 平 均 日 数 は ， ７ ．５ ～１ ０ 日 。２ ０１８ 年 に は ７０

０万 人 に 達 するだろう，と 述 べた。  

 

（７） エミレーツ航 空 （ＵＡＥ）のドバイ・サンチアゴ間 の就 航 （報 道 ）  
 カター ル 航 空 が 本 年 １ 月 に ドー ハ（ カタール） と サ ンチ アゴを 結 ぶ 路 線 の 就 航 計 画 を 延 期 し た 中 ， ラ イ バ

ル の エ ミ レ ー ツ 航 空 （ Ｕ Ａ Ｅ ） は 本 年 半 ば の ド バ イ ・ サ ン チ ア ゴ 路 線 の 就 航 を 目 指 し て い る 。 これ が 実 現 す
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ると， 同 路 線 はサンチアゴとアジアを結 ぶ 最 初 の 路 線 とな る。  

「 エ 」 航 空 は ， 本 １ ０ 日 ， 同 計 画 を 発 表 す る 。 昨 年 に は ， 現 在 国 際 タ ー ミ ナ ル 拡 張 建 設 中 の サ ン チ

アゴ国 際 空 港 （ A r t u r o  M e r i n o  B e n i t e z 空 港 ）に対 して 就 航 計 画 を 提 案 している。  

 「エ」航 空 は， 本 年 ７月 ４日 の就 航 を 目 指 し，サ ンパウロ経 由 の路 線 も 含 まれる。  

 

（８） バチェレ大 統 領 のキュ ーバ訪 問 と二 国 間 貿 易 ・投 資 関 係 （外 務 省 国 際 経 済 関 係

総 局 プレスリリース）  
８日 ，キューバ訪 問 中 の バチェレ大 統 領 は，グロッ シ経 済 ・ 開 発 ・観 光 大 臣 及 び ナサルＤＲＥＣＯＮ 総

局 長 とと もに「チリ・キュー バ間 の 貿 易 ・ 投 資 見 通 し」セミナーに 出 席 し， チリ・キューバ経 済 補 完 協 定 （Ａ

ＣＥ４２）により，二 国 間 は 良 好 な 貿 易 関 係 を有 する，と 述 べた。  

 「 バ」 大 統 領 は ， 米 国 ・ キュ ー バ（ 国 交 正 常 化 の ） 交 渉 開 始 発 表 の １ ヶ 月 前 で あ る ， ２０ １４ 年 １ １ 月

に ，チ リ 外 務 省 が チ リ 官 民 キュ ー バ訪 問 ミ ッシ ョン を 組 織 し た ことを 思 い 出 す。（ 注 ：２０ １５ 年 ９ 月 に ムニ ョ

ス 外 務 大 臣 を ヘ ッ ド と する 官 民 ミ ッ ショ ン が 実 現 し た 。） “（ チ リ） 投 資 家 へ の（ 投 資 の ） 円 滑 化 及 び 手 続

き 安 定 化 に 関 する 新 た な スキーム ， 特 に ， マリエル 開 発 特 別 地 域 （ Z o n a  E s p e c i a l  d e  D e s a r r o l l o  

d e  M a r i e l）は， 二 国 間 にとって 新 たなビジネスチャ ンスにつながると 期 待 する ，と述 べた 。  

 「ナ」 総 局 長 は ， チリ・キ ューバＡＣＥ ４２ 管 理 委 員 会 は これまでに ５ 回 開 催 してお り， 昨 年 １２ 月 の 第 ５

回 委 員 会 に おい て ，サー ビス 貿 易 及 び 投 資 分 野 での ＡＣＥ ４２の 近 代 化 を 進 め ること がみ え てきた ， と 述

べた。  

 同 セ ミ ナ ー に は ， チ リ 公 衆 保 健 院 （ Ｉ Ｓ Ｐ ） ， 医 学 校 ， 病 院 ， 医 学 界 及 び 薬 品 業 界 の 代 表 も 参 加 し

て，二 国 間 保 健 当 局 間 による定 期 的 協 議 も 行 っ た。  

 

（９） ２０１８年 の新 車 販 売 台 数 見 込 み（史 上 最 多 記 録 ）（報 道 ）  
１０日 ， チリ 全 国 自 動 車 協 会 （ ＡＮＡＣ） 及 び チリ 自 動 車 商 工 会 議 所 （Ｃ ＡＶＥ Ｍ）は ， 新 車 輸 入 業

者 と 会 合 をも ち，２ ０１７ 年 の 新 車 販 売 台 数 及 び ２０１８ 年 の 販 売 見 通 し につい て 話 合 っ た。２ ０１８ 年

については，（チリ市 場 で は）過 去 最 多 の２０１３年 の３７８，２４０台 を上 回 るとの 見 通 し。  

 ＡＮ ＡＣ は ， ３７ ． ５ 万 台 か ら３８ ． ５ 万 台 の 間 と の 見 通 し だ が ， 為 替 ， 銅 価 ， Ｇ Ｄ Ｐ ， 投 資 等 次 第 で あ

る と し てい る 。 ２ ０１ ７ 年 の 新 車 販 売 台 数 は ３ ６ ０ ， ９０ ０ 台 で ， シェア ト ップ は ヒ ュン ダ イ ， 次 に シ ボ レー と 続

く 。 一 方 ， Ｃ Ａ Ｖ Ｅ Ｍの Ｄ ｕ ｍ ａ ｙ 会 頭 は ， ２ ０ １ ８ 年 の 販 売 台 数 は ３ ７ ． ５ 万 台 か ら４ ０ 万 台 の 間 と 見 通

す。  

 セグメント 別 にみ ると ，２ ０１７年 の 新 車 販 売 で 一 番 伸 びが 大 きか ったの は， ＳＵＶである 。ＣＡＶＥ Ｍに よ

れ ば ， Ｓ Ｕ Ｖは 新 車 及 び 中 古 車 の 合 計 １ ， ３ ６ ９ ， ２ ５ ７ 台 が 売 れ ， 対 前 年 比 で は １ ． ６ ％ の 伸 び で あ っ

た 。２０ １８ 年 の 中 古 車 価 格 は ，（ 冬 期 の ） 本 年 ５～８ 月 か ら新 た に 適 用 され る２ ０１２ 年 以 前 モ デ ル 車

への環 境 規 制 か ら低 下 する，と「Ｄ」会 頭 は 述 べ た。  

 

（１０） インフラ基 金 の運 用 額 及 び融 資 分 野 （報 道 ）  
１ １ 日 ， ウ ン ド ゥ ラ ー ガ 公 共 事 業 大 臣 は ， 先 日 可 決 し た イ ン フ ラ 基 金 法 案 に 関 し て ， そ の 運 用 金 額

は 今 後 ５ 年 間 で９ ０ 億 米 ドル であ る こと ，ま た ，そ の 運 用 は 公 共 事 業 省 下 の コン セッ ショ ン 総 局 に 委 ね ら

れる，と述 べた。  

同 基 金 は ， コン セ ッ ショ ン をつ う じ たイ ン フ ラ投 資 の ポテ ンシ ャル を 追 求 す る も ので ， その 資 金 は コン セ ッ シ
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ョンから得 る ことになる 。  

 「 ウ」 大 臣 は ， 同 基 金 か ら融 資 を 受 け る プ ロ ジ ェ クト は 港 湾 ， 空 港 ， 高 速 道 路 及 び 光 フ ァ イ バー な ど よ

り 資 金 流 入 が 進 んだ 案 件 であ る。その ため， 刑 務 所 や病 院 の 建 設 事 業 な どは 取 り 上 げ られないだ ろ う。

なお，（高 速 道 路 等 の） 使 用 料 金 は 現 状 に 鑑 み ，現 状 維 持 か 引 き下 げ る ことになろう，と 述 べた。  

 

（１１） アマゾン社 データセンターの設 置 （チリ又 はアルゼンチン）（報 道 ）  
 アル ゼ ンチ ン（ 亜 ） が ，ア マ ゾン 社 の デ ー タセ ン ター 設 置 に 関 し て ， チ リ と 競 合 し て い る 。マ クリ 亜 大 統 領 は ，

昨 年 末 ， アマ ゾン 社 の F e e n e y 副 社 長 と 会 談 し ，「ア」 社 の グ ロー バルイ ン フ ラに つい て 話 し 合 い を 行 っ

た。  

一 方 ， チ リ は ， 昨 年 半 ば ま で に 「 ア 」 社 と 何 度 か 会 合 を も ち ， 同 年 ６ 月 に は ， バ チ ェ レ 大 統 領 が 「 ア 」

社 の 本 社 を訪 問 してい る 。  

 しか しな が ら，「ア」 社 は ， 今 の と ころ デー ターセ ン ター 設 置 に 関 し て どう する か 決 めて はい ない。 関 係 者 筋

によれば，両 国 に 設 置 するということもあり 得 るようだ。  

 

（１２） 再 生 可 能 エネルギー導 入 割 合 １００％（２０４０年 ）（報 道 ）  
 ２ ０ １ ４ 年 の エ ネ ル ギ ー 省 策 定 「 エ ネ ル ギ ー 政 策 」の エ ネ ル ギ ー マト リ ッ クス で は ， ２ ０ ５ ０ 年 ま で に 再 生 可

能 エ ネ ル ギ ー の 導 入 割 合 を７ ０ ％ に する と し て い た 。 と ころ が ， 近 年 ， この 導 入 ス ピ ー ド は 高 ま っ て お り ， 太

陽 光 と 風 力 がリードする 形 で，２０１２年 には５％ ，２０１７年 には１６％まで 導 入 率 が 進 んだ。  

チ リ に 於 け る 再 生 可 能 エ ネ ル ギ ー の 普 及 ぶ り は 著 し く ， ６ 年 前 の エ ネ ル ギ ー マ ト リ ッ ク ス で は 太 陽 光 は

皆 無 ， 風 力 は 僅 か に０ ． ６％ だっ た 。 チリ 再 生 可 能 エネル ギー 協 会 （ ＡＣＥ Ｒ Ａ） によれ ば， これ が ，２０ １７

年 １２月 には 太 陽 光 は５．３％，風 力 は４．７％ま で普 及 は 進 んだ。  

 現 在 建 設 中 のエ ネル ギ ープロ ジェ クト３ ２ 件 の 半 分 は ， 太 陽 光 と 風 力 に よ る もので ， 総 額 ７６ 億 米 ド ル

を占 める。  

 パ チェコ前 エ ネルギー 大 臣 は， この 再 生 可 能 エネ ルギー 普 及 の 背 景 に， 当 該 分 野 への 新 規 事 業 者 の

参 入 競 争 を挙 げ ，チリは エネルギーの問 題 国 からシンボリックな国 に 変 貌 し た，と 述 べた。  

 Ａ Ｃ Ｅ Ｒ Ａ に よ れ ば ， 再 生 可 能 エ ネ ル ギ ー は ， ２ ０ １ ７ 年 ま で に ４ ， ８ ９ ５ Ｍ Ｗ ， ２ ０ １ ８ 年 に は １ ， ０ ０ ０ Ｍ

Ｗ の 導 入 が 行 われ る 。 Ａ Ｃ Ｅ Ｒ Ａの フ ィ ナッ ト 理 事 長 は ， ２ ０ ４ ０ 年 に は １ ０ ０ ％ に 達 す る 可 能 性 が あ る ， と

述 べた。  

 ゴ ン サ レ ス 前 チ リ エ ネ ル ギ ー 国 家 委 員 会 （ Ｃ Ｎ Ｅ ） 委 員 長 は ， 国 は 再 生 可 能 エ ネ ル ギ ー の 導 入 割 合 を

課 する べ き で は な い 。 先 ず は ， コス ト が 経 済 的 な も の に な る よ う に すべき 。 今 の と ころ ， 最 善 の 再 生 可 能 エ

ネル ギ ー は ダ ム 水 力 ， 更 に 液 化 天 然 ガス に よ り 賄 われ て い る 。 し た が っ て ， 経 済 的 か つ 国 の 競 争 力 と いう

観 点 か ら 取 り 組 ん で い く べき 。 そ し て ， ２ ０ ４ ０ 年 に 再 生 可 能 エ ネ ル ギ ー が１ ００ ％ 導 入 され る こと を 望 む ，

と述 べた。  

 

（１３） インフラ基 金 の運 用 額 及 び融 資 分 野 （報 道 ）  
１ １ 日 ， ウ ン ド ゥ ラ ー ガ 公 共 事 業 大 臣 は ， 先 日 可 決 し た イ ン フ ラ 基 金 法 案 に 関 し て ， そ の 運 用 金 額

は 今 後 ５ 年 間 で９ ０ 億 米 ドル であ る こと ，ま た ，そ の 運 用 は 公 共 事 業 省 下 の コン セッ ショ ン 総 局 に 委 ね ら

れる，と述 べた。  

 同 基 金 は ， コン セッシ ョ ンをつう じた イン フ ラ投 資 の ポテンシャ ルを 追 求 する も ので， その 資 金 は コンセッ ショ
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ンから得 る ことにな る。  

 「 ウ」 大 臣 は ， 同 基 金 か ら融 資 を 受 け る プ ロ ジ ェ クト は 港 湾 ， 空 港 ， 高 速 道 路 及 び 光 フ ァ イ バー な ど よ

り 資 金 流 入 が 進 んだ 案 件 であ る。その ため， 刑 務 所 や病 院 の 建 設 事 業 な どは 取 り 上 げ られないだ ろ う。

なお，（高 速 道 路 等 の） 使 用 料 金 は 現 状 に 鑑 み ，現 状 維 持 か 引 き下 げ る ことになろう，と 述 べた。  

 

（１４） 労 働 組 合 加 入 率 の上 昇 （バチェレ政 権 の労 働 改 革 成 果 ）（報 道 ）  
バ チ ェ レ 政 権 の 労 働 改 革 は ， 労 使 交 渉 に お け る 労 働 者 の ポ ジ シ ョ ン の 強 化 で あ っ た 。 労 働 省 労 働

局 に よれ ば ，２ ０１ ７ 年 １１ 月 時 点 の 労 働 組 合 の 加 入 率 は ， ２ ０１ ０ 年 に 比 べ て４ ． ５ ％ 上 昇 し た 。 更 に ，

２０１５年 に 新 た な労 働 規 定 が 導 入 されてか らは ２．５％の上 昇 である。  

 労 働 組 合 の 加 入 率 は ，２０１７ 年 １１ 月 時 点 で ２０．５ ％（ 加 入 労 働 者 数 ：１ ，０３ ９，９ ７９ 人 ） に 達

し，これはＯＥＣＤ加 盟 国 の平 均 （２０１４年 ：１６．７％）を上 回 った ことにな る 。  

 一 方 ， 労 働 ス トの 実 施 数 は ，２ ０１６ 年 は 対 前 年 比 ４ ．４ ％ 増 であ っ た が ，２０ １７ 年 は ３５ ％ 減 で あ っ

た。  

 専 門 家 に よ れ ば ， 労 働 組 合 の 組 織 率 の 上 昇 は ， 議 会 で 審 議 され た 労 働 規 定 の 改 正 や 労 働 組 合

による合 意 事 項 の 適 用 範 囲 の 拡 大 によるところ がある。  

 

（１５） 中 国 移 動 通 信 によるチリ進 出 （報 道 ）  
中 国 企 業 が チ リ 市 場 に 注 目 し て い る 。 そ の 一 例 と し て ， 中 国 移 動 通 信 （ C h i n a  M o b i l e  

C om m u n i c a t i o n s  C o r p o r a t i o n ）は ， 既 に 手 続 きを 行 っ て お り ， チリ 市 場 に 進 出 する 可 能 性 が あ る 。

一 度 は，チリ 国 家 特 許 産 業 庁 （ I n s t i t u t o  d e  P r o p i e d a d  I n d u s t r i a l  ( IN A P I ) ）により却 下 されたが，

特 許 裁 判 所 の判 決 を 受 けて，進 出 手 続 きにこぎ着 けた。  

中 国 移 動 通 信 の チ リ へ の 関 心 は ， 今 に 始 ま っ た こ と で は な く ， ２ ０ １ ６ 年 の チ リ ウ ィ ー ク 訪 中 の 広 東 訪

問 時 に は ， チ リ 南 部 の 光 フ ァ イ バー 通 信 計 画 に 関 心 を 示 し て い た 。 ま た ， 中 国 ・ チ リ 間 “ 海 底 デ ジ タル の

橋 ”の計 画 もあっ たが， 最 終 的 には 関 心 を 取 り 下 げ た。  

中 国 移 動 通 信 は ， 昨 年 ， サ ン パ ウ ロ （ 伯 ） に 於 い て 伯 国 内 の オ ペ レ ー シ ョ ン ， 将 来 的 に は 中 南 米 地

域 のオペレーションセンターとして事 務 所 を 設 置 した 。  

 

（１６） グーグル社 のチリ・米 国 間 海 底 光 ファイバーケーブルの建 設 開 始 （報 道 ）  
 Ｇｏｏｇ ｌ ｅ社 は， 本 年 第 １四 半 期 中 に，チリ 中 部 とカリフォルニア（米 国 ）をつなぐ全 長 ９，０００ｋｍの 海

底 光 フ ァ ー バー ケ ーブル の 建 設 を 開 始 する 。 多 国 籍 企 業 「 Ｇ」 社 に と っ て も 野 心 的 な 計 画 に み られ る 。 こ

れ ま で 「 Ｇ 」 社 に と っ て の １ ０ 本 の 海 底 ケ ー ブ ル は 国 際 コ ン ソ ー シ ア ム に よ る 建 設 で あ っ た が ， 本 ケ ー ブ ル は

「Ｇ」社 自 ら所 有 権 を 有 するものとなる 。  

フ リ ア ス 「 Ｇ 」 チ リ ・ カン ト リ ー マ ネ ー ジ ャ ー は ， 本 ケ ー ブ ル 建 設 は ， 「 Ｇ 」 社 が チ リ に デ ー タセ ン ター を 設 置 し

た ２ 年 前 に 特 許 を 得 て ル ー ト の 見 直 し を 行 っ た も の 。 本 ケ ー ブ ル が 実 現 すれ ば ， 「 Ｇ 」 社 に と っ て キ ー の 一

つ であ る チリ へ のロ ー ドマ ッ プ 戦 略 が 始 動 する 。 そ し て ， これ は クラウ ドデ ー タを 高 品 質 の まま 直 接 送 信 する

最 初 の ル ー ト と な る ， と 述 べ た 。 ま た ２ ０ １ ９ 年 末 ま で に は 本 建 設 は 完 了 し て い な け れ ば な らな らい だ ろ う ，

と述 べた。  
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（１７） アグア・ネグラ・トンネル計 画 の事 前 評 価 （報 道 ）  
ア グ ア ・ ネ グ ラ・ ト ン ネ ル 計 画 に つ い て ， 同 計 画 二 国 間 法 人 （ Ｅ Ｂ Ｉ Ｔ ＡＮ ） は ， １ 月 ２ ９ 日 及 び ３ ０ 日 に ，

事 前 評 価 を確 定 するた めの最 後 の会 合 を 開 催 する。これによって，２ 月 に は入 札 企 業 リストが整 う。  

 昨 年 １ ０ 月 ， 米 州 開 発 銀 行 （ Ｂ Ｉ Ｄ） は 本 計 画 に 関 し て ， ア ル ゼ ン チ ン （ 亜 ） に 対 し て は １ ３０ 百 万 米 ド

ル，チリに対 して１５０ 百 万 米 ドルの 融 資 を 行 うことを承 認 している。 対 象 投 資 総 額 は，１５億 米 ド ル。  

事 前 評 価 の 対 象 に は ， 中 国 ， アル ゼ ンチ ン ，スペ イン ，イ タリア 及 び チリ 企 業 が 含 まれ ， 中 国 鉄 道 トン

ネルグループによるＣＲＳコンソーシアム，B e n i t t o  R o g g i o  e  h i j os 社 （ 智 ），シグド・コッパー 社 （智 ） ，Ｏ

ＨＬ社 （スペイン），コンドッ テ社 （伊 ），ロヴェージャ社 （亜 ）等 が 挙 がってい る。  

トンネルは， 標 高 ３，６００ ｍに位 置 し， 距 離 は１３． ９ｋｍ，うちアルゼンチン 側 が７２％を占 め る。  

 

（１８） ベーカー＆マッケンジー投 資 家 アンケート（チリは中 南 米 トップ）（報 道 ）  
ベー カー ＆マ ッ ケン ジー 法 律 事 務 所 に よ る ， 北 米 ， 欧 州 及 び アジア の１ ２５ 投 資 家 を 対 象 と し たア ン ケ

ート報 告 書 によると ， 投 資 家 は 中 南 米 をＭ＆Ａの対 象 地 域 として 高 く 評 価 し ており， その 中 でも チリ（全

体 の７２％）は第 １ 位 ， 次 いで伯 （同 ６６％），墨 （ 同 ６１％）及 び コロンビア（３４％）が続 いた。  

 

報 告 書 は ， 投 資 家 が 中 南 米 地 域 を ポ ジテ ィブ に 捉 え て い る 好 材 料 と し て ， 国 内 消 費 の 成 長 ， 地 方 の

都 市 化 ， 産 業 の 技 術 革 新 を 挙 げ て い る 。 投 資 家 の ８ 割 は ， 中 南 米 地 域 に 於 け る ２ ０ １ ８ 年 の Ｍ ＆ Ａ

活 動 は 成 長 す る と 見 通 し て お り ， ４ 人 に ３ 人 は 本 年 対 チ リ 投 資 を 計 画 し て い る と 回 答 し た 。 ま た ， 太 平

洋 同 盟 の 統 合 進 展 ぶ り は ， 投 資 家 の 高 い 関 心 を 惹 起 し ， 中 南 米 地 域 に 於 け る 投 資 家 の Ｍ ＆ Ａ 戦

略 に 大 きなインパクトを 与 えているとしている。  

 

（１９） メガ港 湾 計 画 （候 補 サン・アントニオ港 ）（報 道 ）  
チ リ の メ ガ 港 湾 計 画 （ Ｐ Ｇ Ｅ ） に つ い て は ， 政 府 が 業 界 と の 合 意 を 得 て ， サ ン ・ ア ン ト ニ オ 港 を 指 定 する

可 能 性 があ る。ＰＧＥ は 歴 代 の 政 権 が 実 施 しよう した大 規 模 インフラプロジ ェクトの一 つであり ，バルパ ライ

ソ と サ ン ・ ア ン ト ニ オ が 候 補 に 挙 が っ て い た 。 業 界 は ， い ずれ の 港 湾 に す る の か ， バ チ ェ レ 大 統 領 の 発 表 に

期 待 している。  

 業 界 関 係 筋 に よ れ ば ， サ ン・ ア ン ト ニオ 港 は イ ン フ ラ開 発 上 の 条 件 は 有 し て い る が ， 開 発 の シ ン ボ リ ッ ク

性 は バルパライソ 港 の 方 が高 く， 決 定 は 難 しいようだ。サン・アントニオ港 湾 会 社 （ＥＰＳＡ）は，３３ 億 米 ド

ル を 超 え る 本 開 発 イ ニ シ ア テ ィ ブ に 取 り 組 ん で い る 。 計 画 で は ， ４ ０ ０ ｍ の コ ン テ ナ 船 が ８ 隻 分 ， 貨 物 容

量 は 約 ６００万 ＴＥＵ（ 単 位 ：２０フィートコンテナ）で，キャパシティは現 在 の３ 倍 に 当 た る。  

 

（２０） チリ産 業 開 発 公 社 とＳＱＭ社 の合 意 （リチウム開 発 ）（報 道 ）  
 １ ７ 日 ， こ れ ま で 揉 め て い た チ リ 産 業 開 発 公 社 （ Ｃ Ｏ Ｒ Ｆ Ｏ ） と Ｓ Ｑ Ｍ 社 は ， よ う や く リ チ ウ ム の 開 発 権 に

関 し 合 意 に 達 し た 。 合 意 に は ， （ Ｓ Ｑ Ｍ 社 の ） 実 質 的 経 営 支 配 者 で あ っ た ポ ン セ 氏 が 退 く こ と と ， ア タ カ

マ塩 湖 での２０３０年 まで のリチウム開 発 の 割 当 て 拡 大 が 盛 り 込 まれている 。  

 本 合 意 に よ り，（ ＳＱ Ｍ社 によ る）リ チウ ムの 開 発 割 当 て 分 は ， 現 行 の ６４ ，８１ ６トン か ら３４ ９， ５５ ３ト

ンに拡 大 する。 炭 酸 リチウムに換 算 すると 生 産 は２ ２０万 トン増 加 すること に なる。  

 ＳＱＭによれば，リチウム の生 産 量 は２０１７ 年 の５万 トン／ 年 か ら２０２５年 には２１．６万 トン／ 年 に 達

する。そして， 投 資 規 模 は１０億 米 ドルになる。  
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 合 意 の 条 件 と し て ， Ｓ Ｑ Ｍ 社 は （ ア タ カ マ 塩 湖 が 位 置 す る ） ア ン ト フ ァ ガ ス タ 州 （ チ リ 北 部 第 ２ 州 ） 及 び

地 域 コミュニティーへの寄 附 やリチウム 生 産 量 の２５％はチリ国 内 で 販 売 する ことなどが 課 された。  

 ビト ラン Ｃ Ｏ ＲＦ Ｏ 副 総 裁 は ， 本 合 意 の イ ン パ ク ト に つ い て ， チ リ は 今 後 約 ２０ 年 間 ， 世 界 リ チ ウ ム 生 産

の４５％は 抑 えることにな る。リーダーシップを取 って いくためにできることは 何 で もやっていく，と 述 べた。  

 Ｓ Ｑ Ｍ 社 の ソ ル ミ ニ ハッ ク 社 長 は ， リ チ ウ ム 生 産 の た め に 高 い 借 地 権 を 支 払 い ， ま た ， 投 資 を 行 う こ と と

なるが， 長 期 的 には（ＳＱＭ社 が）同 産 業 でリーダーシップを取 る ことになる ， と述 べた。  

 ＣＯＲＦＯは，ＳＱＭ社 と の契 約 が 終 了 する２０３０ 年 には 再 び 入 札 を 行 うこととなる。  

 

（２１） サン・アントニオ港 湾 開 発 とサンティアゴ・バルパライソ州 間 鉄 道 計 画 （報 道 ）  
サン・アントニオ 港 の メガ港 湾 計 画 （Ｐ Ｇ Ｅ）を 政 府 が 決 定 し た こと は， チリ 国 営 鉄 道 （ＥＦＥ） が 推 進 す

る 港 湾 ・ 鉄 道 ロ ジ ステ ィ ッ ク・プ ラッ ト フォ ー ム 計 画 を 後 押 し する こと と な っ た 。 同 計 画 で は ， 首 都 サ ン テ ィア

ゴ と 第 ５ 州 （ バ ル パ ライ ソ 州 ） 間 の コネ ク シ ョ ン を 強 め ， 無 論 ， 旅 客 者 数 も あ る が 輸 送 貨 物 を 増 や す も の

である（往 電 第 ７ 号 の 中 国 高 速 鉄 道 との 関 係 は 不 明 ）。  

 同 計 画 で は ， ２０ ３０ 年 まで に２ ５ 億 米 ド ル の 投 資 額 を 計 上 し て お り ，う ち １５ ～１ ８ 億 米 ド ル は サ ン ティ

アゴ 市 とバルパ ライソ 市 間 の 交 通 イン フラに 充 て られ る。ま た ，１１ 億 米 ド ルは ， サンティア ゴ 市 とサ ン・アン ト

ニオ港 間 の 鉄 道 建 設 に 要 するとみられる。  

 コレ ア Ｐ Ｇ Ｅ 社 長 は ， 同 計 画 は 鉄 道 法 の 下 ， コ ン セ ッ シ ョ ン 方 式 に よ り 実 施 され る 。 建 設 は ２ ０ １ ８ ～ ２

０３０年 にかけて行 う。また ，ＥＦＥとサン・アントニオ港 湾 会 社 （ＥＰＳＡ）による共 同 会 社 を設 立 する こと に

なる，と 述 べた。  

 

（２２） 中 国 企 業 によるダム建 設 ・運 営 の落 札 （報 道 ）  
 １９日 ， 公 共 事 業 省 コンセッション総 局 は ，バル パライソ 州 （第 ５ 州 ：サン チアゴ首 都 圏 近 郊 ）の ラル・パ

ルマスダム 計 画 に 関 し て ５ つの コン ソーシア ムか らの 入 札 を 受 けた 。 同 計 画 では ，ダム 工 事 の 建 設 と ペトル

カ川 渓 谷 地 域 の 灌 漑 運 営 を 担 うこととなる。  

 入 札 には，スペイン， 伊 ，加 ，スイス，コロンビア 及 びチリ企 業 に 加 え， 中 国 企 業 の 中 国 港 湾 エンジ ニア

（ Ｃ Ｈ Ｅ Ｃ ） が 加 わり 最 も 経 済 的 な 提 案 を 行 い 応 札 を 得 た 。 内 訳 は ， ダ ム 建 設 に は １ ， １ ６ ０ 万 米 ド ル ，

オペレーションには４３０万 米 ドルである。 公 式 な 応 札 までには 手 続 きが残 っ ているが，（ダム建 設 ・運 営 に

よる）中 国 企 業 による 入 札 は 初 めてである。  

 同 ダム 計 画 は， 投 資 額 が１７１百 万 米 ドル， 全 長 １７ｋｍ，キャパシティ５５百 万 ｍ 3 の 水 量 ， 表 面 積

は２５２ヘクタールで，２，８５９ヘクタールの 灌 漑 用 域 が改 善 される 。  

 Ｃ Ｈ Ｅ Ｃ の チ リ 進 出 は ２ ０ １ ３ 年 で ， サ ン ・ ビ セ ン テ 港 湾 国 際 タ ー ミ ナ ル の 再 建 設 ， サ ン ・ ア ン ト ニ オ 港 湾

国 際 ターミナルの 建 設 を手 掛 けている。  

 

（２３） 医 薬 品 のオンライン取 引 普 及 （報 道 ）  
 ２ ２ 日 付 当 地 主 要 紙 「 エ ル ・ メル クリ オ 」 は ， チ リ 国 内 で 医 薬 品 の オ ン ライ ン 取 引 が 開 始 され た 旨 報 じ

ているところ， 右 概 要 以 下 のとおり。  

 チリは２０１７年 ， 衣 料 や電 気 製 品 等 によるネッ ト販 売 への 関 心 が 高 まり ，Ｅコマース盛 況 の 年 であ った。

米 国 ， 加 及 び 独 には１０ 年 前 から存 在 した 医 薬 品 のオンラインサービスがチリで始 動 し た。  

 二 つ のオン ライ ンサービス があり ，１ 社 はＥａ ｓ ｙ  Ｔａ ｘ ｉ （ネット 呼 び 出 しタクシ ー ）と 同 じ 経 営 者 に よる ファ ル
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マソ ン 。 チ リ 産 業 開 発 公 社 （ Ｃ Ｏ ＲＦ Ｏ） の 融 資 を 得 て 事 業 を 展 開 する 。 も う１ 社 は 同 じ ビ ジ ネ ス モ デ ルを

用 い る Ｐ ｈ ａ ｒｏ ｌ 社 の ＣＦ Ｏ ｒｅ ｍ ｏ ｔ ｏで チ リ 国 外 で は 事 業 に 成 功 し て い た 。 実 際 の 医 薬 品 価 格 は ， 薬 局

に よ る 購 入 に 比 べ て ３ ～ ５ ％ 程 安 い 。 市 場 シ ェ ア に 関 し て ， 前 者 は １ ５ ％ ， 後 者 は １ ～ ３ ％ の 獲 得 を 目

指 す。現 在 のと ころ，サー ビスが普 及 し ているのはサンティアゴ首 都 圏 に 限 られる。  

 

（２４） ２０１７年 Ｍ＆Ａ（報 道 ）  
２ ０ １ ７ 年 ， チ リ に 於 け る Ｍ ＆ Ａ は 案 件 数 が 対 前 年 比 で 増 加 で あ っ た が ， 金 額 は 減 少 で あ っ た 。

Tra n s a c t i o n a l  Tr a ck  R e c or d  ( ＴＴＰ ) によれば，２０１７年 の Ｍ＆Ａ件 数 は２４２件 で 対 前 年 比 で は

１１％の増 加 であったが， 金 額 が 判 明 してい るのは うち１０５件 で 総 額 は１２ ７．５億 米 ドル， 対 前 年 比 で

は９．２１％減 であった。  

金 額 別 で は ，１ 億 米 ド ル 未 満 が ７ ３ 件 ，１ 億 米 ド ル 以 上 ５ 億 米 ド ル 未 満 が２ ７ 件 ，５ 億 米 ド ル 以 上

が ５ 件 で あ っ た 。 セ クター 別 で は ， ト ッ プ が 不 動 産 で ３ ７ 件 ， 次 に 金 融 ・ 保 険 ３ ４ 件 で ， 農 牧 畜 ・ 水 産 業

１６件 と 続 く。  

 チリ 企 業 に よ る 国 外 に おけ る Ｍ＆ Ａは ， ペル ーで は７ 件 ， メキ シ コで は５ 件 であ っ た 。 一 方 ， 外 資 に よる チ

リ国 内 におけるＭ＆ Ａでは 米 国 企 業 １４社 ， カナダ 企 業 １３社 ，スペイン 企 業 ８ 社 による 買 収 であっ た。  

 

（２５） チリ・中 国 貿 易 の推 移 （報 道 ）  
２３日 ， 中 国 ・ラ米 ・カリブ諸 国 共 同 体 （ＣＥＬＡＣ）企 業 フォーラムが 開 催 される。  

 ２ ０ １ ７ 年 は ， チ リ に と っ て コ モ デ ィ テ ィ 価 格 下 落 に 伴 っ た 対 中 国 貿 易 の 低 迷 か ら の 回 復 ， ま た ， 新 市

場 への 輸 出 の 多 様 化 が 進 んだ 年 であ った。 食 糧 の対 中 輸 出 は ，２０１２年 ７１３ 百 万 米 ドルから２ ０１７

年 １，５８８百 万 米 ドルに 増 加 した。  

 ブ ビ ニ ッ ク ・ チ リ 輸 出 促 進 局 （ Ｐ ｒ ｏ Ｃ ｈ ｉ ｌ ｅ ） 局 長 は ， 中 国 は 今 や ， チ リ に と っ て 銅 以 外 の 輸 出 で も 第 ２

位 の 輸 出 相 手 国 で あ る 。 ま た ， 非 伝 統 産 品 の 輸 出 は ， 過 去 １ ５ 年 間 で 毎 年 １ ６ ％ 成 長 し ， ７ 倍 に 拡

大 した， と述 べ た。  

 国 内 果 実 生 産 連 盟 の シュミ ット 会 長 は ， 中 国 市 場 は 多 様 化 し て お り， チリ に と っ ては 今 後 １ ０ 年 間 ，

鉱 業 同 様 に 食 糧 品 でも 輸 出 の 機 会 がある，と 述 べた。  

チリ・中 国 商 工 観 光 会 議 所 のムサレム会 頭 は， （チリと 中 国 の）貿 易 関 係 は， 多 様 化 を 含 め， 驚 異

的 な 変 化 を遂 げている， と述 べた。  

 

（２６） 新 車 （トラック等 ）販 売 見 通 し（２０１８年 ）（報 道 ）  
本 年 は， 鉱 業 分 野 へ の 投 資 期 待 ， 経 済 成 長 に よる 需 要 見 通 しか ら，ト ラック， ピッ クアップト ラッ ク及

び 乗 用 車 の 販 売 は 伸 び るとみ られてい る。ト ラッ クの販 売 動 向 は ， 経 済 評 論 家 や企 業 家 に とっ ては ，経

済 活 動 を図 る 指 標 である。２０１７年 は対 前 年 比 １０％ 減 の１３，１４４台 であった。  

 チ リ 全 国 自 動 車 協 会 （ ＡＮ ＡＣ ） の カス テ ジ ャ ー ノ ス 理 事 長 は ， 好 調 な ト ラ ッ ク 販 売 の 見 通 し の 背 景 と

して 鉱 業 及 び 国 際 貿 易 の 再 活 性 化 を 挙 げ る。ま た， 業 界 関 係 者 は ， 飲 料 品 及 び 林 業 分 野 に お ける

物 流 ニ ー ズ ， チ リ 北 部 の 鉱 業 及 び 建 設 分 野 の 回 復 を 指 摘 す る 。 更 に ， これ ま で に な い 新 た な 兆 候 と し

て，風 力 及 び 太 陽 光 発 電 所 におけるトラッ クニーズを挙 げる。  

ＡＮ ＡＣ は ， ２ ０ １ ８ 年 の ト ラッ クの 新 車 販 売 台 数 は １ ４ ， ８ ０ ０ ～ １ ５ ， １ ０ ０ 台 ， 対 前 年 比 で は １ ５ ％

増 を 見 込 む。  



13 

 ２ ０ １ ７ 年 販 売 ト ラッ ク の メ ー カ ー ト ッ プ は メル セ デ ス ・ ベ ン ツ ， 次 に シ ボ レ ー ， ス カニ ア ， ボ ル ボ ， 日 野 ， フ ォ

ルクスワーゲンと続 く。  

 

（２７） リチウム開 発 （ＳＱＭ社 株 の取 得 ）（報 道 ）  
ＳＱ Ｍ 社 （ リ チウ ム 開 発 を 行 う チ リ 大 手 資 源 会 社 ） 株 の 一 部 を 有 する カナダ 企 業 ポ タッ シ ュ 社 の 株 式

３２％を取 得 するのは， 中 国 企 業 Ti a n q i 社 で，そ のために「Ｔ」社 は４５ 億 米 ドルを支 払 うという 噂 が ある。

そ の 噂 の 背 景 に は ， （ 当 初 株 取 得 に 前 向 き で あ っ た と され る ） リ オ ・ テ ィ ン ト 社 が 「 ポ 」 社 の 株 買 収 を 諦 め

たからである。  

一 方 ， 産 業 開 発 公 社 （ ＣＯＲＦＯ）の総 裁 は ，「Ｔ 」社 が 仮 に「ポ」社 の 株 式 ３２％を買 収 することにな

れば，寡 占 数 社 によって 世 界 のリチウム市 場 が 支 配 される 可 能 性 が 高 くな るとして 懸 念 している。  

業 界 関 係 筋 に よ れ ば ， 大 統 領 府 は ， 「 ポ」 社 の 株 式 を 中 国 企 業 が 買 収 する こと を 歓 迎 し て い な い と

の声 も 聞 かれる。  

 

（２８） チリ産 業 開 発 公 社 とＳＱＭ社 の合 意 （リチウム開 発 ）（報 道 ）  
チリ 産 業 開 発 公 社 （Ｃ Ｏ ＲＦＯ） のビト ラン 副 総 裁 は， ＣＯ ＲＦＯ とＳ Ｑ Ｍ社 に よる（リ チウ ム 開 発 に 関 す

る ） 合 意 に 関 す る 会 計 ・ 行 政 検 査 院 （ C o n t r a l o r i a ） に よ る 承 認 は 今 後 ３ ０ ～ ４ ５ 日 以 内 に は 行 わ れ

るだろうとの見 通 しを 示 し た。  

 「 ビ 」 副 総 裁 は ， 優 先 課 題 は リ チ ウ ム の 生 産 拡 大 で あ り ， そ れ に よ っ て ， チ リ は ライ バル 国 と の 競 争 を 展

開 することができ，また 電 気 自 動 車 に 伴 うリチウム需 要 ブームを享 受 する ことができる。  

 

（２９） ラライン次 期 財 務 大 臣 ：ＧＤＰ３．５％成 長 （報 道 ）  
フェ リペ ・ ラライン 氏 は 第 １ 次 ピ ニ ェ ラ政 権 時 に 財 務 大 臣 を 務 め て お り ， 第 ２ 次 政 権 で 戻 っ て き た 。 カト

リ カ 大 学 で 商 業 工 学 修 士 で ハー バー ド 大 学 経 済 学 博 士 で あ る 彼 は ， 政 府 を 去 っ た 後 に 設 立 し た カト

リカ大 学 研 究 センターであ るラ米 経 済 社 会 政 策 セ ンターに勤 めてい る。  

 「 ラ」 氏 は ， ２ ０ １ ８ 年 は ３ ． ５ ％ 程 度 の 経 済 成 長 が 可 能 で あ る と 信 じ て い る ， と 述 べ た 。 これ は 昨 年 の

成 長 率 で ある１ ．５ ％の２ 倍 にあ た る。 外 部 シ ナリオ が 改 善 した ことと ， ピニェ ラ氏 の 大 統 領 選 の 勝 利 に よ

る景 況 感 の 上 昇 により， 投 資 が 再 び 拡 大 すると 述 べた。  

 税 制 改 革 の 修 正 に つ い て ， 「 ラ」 氏 は 現 在 検 討 し て い る ト ピ ッ ク の 一 つ で あ り ， 優 先 事 項 で あ る ， ま ず

大 統 領 と 協 議 し ， 合 意 を 得 ， 意 見 を 組 み 合 わせ た 後 に ， この 税 制 プ ロ ジェ クトを 進 め る 必 要 が あ る と 述

べ た 。 この プ ロ ジ ェ クト を 発 表 する の は 最 初 の 年 に な る と 思 う が ， そ れ に は 多 く の 作 業 が 必 要 で あ り ， 最 初

の年 の 優 先 事 項 である と 述 べた。  

 今 後 数 日 間 ，ニコラス・イザガイレ現 財 務 大 臣 と そのチームとの会 談 が 予 定 されている 。  

 財 務 次 官 に は 戦 闘 的 なＵ ＤＩ 所 属 ，T V N ディ レクター ，か つ 第 １ 次 ピ ニェ ラ政 権 時 の 公 共 事 業 省 次

官 で あ っ た ル カス ・ パ ラシ オ ス 氏 が 有 力 視 され て い る 。 予 算 局 長 官 に は エ コノ ミス タで 現 在 は ラ 米 経 済 社

会 政 策 セ ン ター 代 理 デ ィ レ クター の ロ ドリ ゴ ・セ ル ダ 氏 が 有 力 視 され て お り ， 彼 は 第 １ 次 ピ ニ ェ ラ政 権 時 の

「ラ」財 務 大 臣 のマクロ 経 済 コーディネーターを 務 めた。  

 

（３０） ＩＭＦ経 済 見 通 し（２０１８年 ＧＤＰ）（報 道 ）  
２ ５ 日 ， Ｉ ＭＦ の ワ ー ナー 西 半 球 局 長 は ， ２ ０ １ ８ 年 の 中 南 米 経 済 見 通 し を 発 表 し た 。 チ リ に つ い て は ，
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３．０ ％の 成 長 見 込 みで ，２０１ ７ 年 １ ０ 月 か ら５ ポ イント 上 方 修 正 し た 。 好 調 な 銅 価 の 推 移 ， （ 経 済 に

対 す る ） 企 業 の 信 用 度 上 昇 ， こ れ は 昨 年 末 の 大 統 領 選 を 終 え て 政 治 の 不 透 明 性 が 薄 ま っ た こ と が

上 方 修 正 の 理 由 としてい る。  

ラライン 次 期 財 務 大 臣 は ，昨 日 ，２０１８ 年 は３．５ ％前 後 ，ピニェ ラ次 期 政 権 期 間 中 は３．５～４．

０％の成 長 になろう，と 述 べた。  

 

（３１） ラライン次 期 財 務 大 臣 （主 要 財 政 政 策 ）（報 道 ）  
（ラライン次 期 財 務 大 臣 は今 年 の 成 長 率 を 3 . 5％と予 測 し， 中 銀 の 予 測 よりも上 回 ってい る。 楽 観

的 で あ る と い う こ と か ？ と の 質 問 に 対 し ） 正 確 に 言 え ば ， こ の 国 は 過 去 ４ 年 間 で 潜 在 成 長 率 が 非 常 に

低 くな り， 実 際 の 成 長 率 にも 影 響 を 受 け たと 見 て いる。 潜 在 成 長 率 を 知 る ことは 難 しいが ， 実 際 に 見 る

ことのできる数 字 とし て， 第 １ 次 ピニェラ政 権 の 平 均 成 長 率 5 . 3％から， バチェレ政 権 では 平 均 1 . 8 ％に

下 落 した。 つまり 3 . 5 ポイ ント下 がったが ，このうちの１ポイントは外 部 的 な 要 因 に 起 因 し， 残 りは 内 部 的

な 要 因 で あ る 。 つ ま り 経 済 回 復 は 可 能 で あ り ， （ 下 落 の ） 理 由 の 大 部 分 が 国 内 的 な 要 因 な の で ， 回

復 しやすい。  

 I M F の調 査 によれば，問 題 の 7 0～7 5％は 内 部 的 なものであり， 残 りは コモディティのスーパーサイクルの

終 わりによる 外 部 的 なも のである。銅 価 格 は 確 か に下 落 した が， 我 々が 輸 入 する 液 体 燃 料 の 9 8 % であ

る 石 油 価 格 は ， そ れ 以 上 に 下 落 し て い る こ と を 忘 れ て い る 。 こ れ が 銅 価 格 の 下 落 影 響 を 緩 和 し た は ず

だ が ， これ ま での 公 式 見 解 で は 指 摘 され て こな か っ た 。 よ り よい 公 共 政 策 を 打 ち 出 せば ， 経 済 成 長 に 結

びつけることができる。  

 （第 ２次 ピニェラ政 権 中 の）経 済 成 長 は， 年 率 で 約 3 . 5％まで回 復 することができ，2 0 1 8 年 の 現 時

点 よ り 更 に 高 い 。 政 府 目 標 と し て は ， 3 . 5 ～４ ％ が 妥 当 で あ る 。（ 経 済 回 復 の 理 由 に つ い て は） 第 １ は ，

ピ ニ ェ ラ 大 統 領 の リ ー ダ ー シ ッ プ に よ る ， 景 況 感 の 回 復 が 大 き い こ と 。 第 ２ は ， 我 々 が か つ て 実 施 し て き た

伝 統 に 戻 り ， 過 去 ４ 年 間 で 失 われ た ， 質 の 高 い 公 共 政 策 を 再 び 実 行 す る こと が でき る 手 腕 を 有 し て い

る，と 信 じているからである 。そして第 ３は， 我 々はよ りよい外 部 条 件 を 持 って いるからである。  

 2 0 1 6 年 と 比 較 して 2 0 1 7 年 の 外 部 条 件 は 明 らかに改 善 されたが ，チリの経 済 成 長 は 1 . 5％であっ た。

世 界 全 体 の 経 済 成 長 と 比 較 すると ，2 0 1 4 年 以 降 の チリの 経 済 成 長 はそ の半 分 であり ，2 0 1 7 年 は

半 分 以 下 で あっ た。 世 界 経 済 が 成 長 し てい る 中 ， 現 政 権 は 最 善 の 外 的 条 件 を 着 実 に 活 用 する 事 が

できなかった。  

 税 制 改 革 は ， 投 資 と 経 済 成 長 を 悪 化 させた 。 税 制 が 非 常 に 複 雑 化 し ， 中 小 企 業 は 未 だ に 税 制 の

理 解 に 奮 闘 する 中 で ， 大 企 業 は 財 務 の コン サ ル タン トを 得 て 解 決 し て い る 。ま た 労 働 改 革 は ， 交 渉 団

体 の 規 制 ， 最 低 限 の 労 働 な ど ， 膨 大 な 課 題 を 残 し た 。 ま た 信 頼 性 が 大 幅 に 悪 化 し ， 改 革 だ け で 無 く ，

大 企 業 及 び 中 小 企 業 の投 資 は 低 下 した。 これらを回 復 させたい。  

 現 政 権 の 改 革 を ， シ ョ ベ ル カー で ひ っ く り 返 すつ も り は な い 。 た だ し ， この 国 の 政 権 が 責 任 を 持 っ て 運 営

す る た め に は ， 一 部 の 改 革 を 修 正 せ ざ る を 得 な い 。 改 革 が 性 急 過 ぎ た と い う 批 判 を 聞 く が ， 漸 進 主 義

がよいということはない。 改 革 の 質 の低 さとその 実 現 方 法 に 深 刻 な 問 題 があ るということ。  

 施 策 の 優 先 順 位 は ピニ ェラ次 期 大 統 領 によ って 決 定 される ので， 何 を 最 初 に 始 めるか 自 分 の 意 見 を

述 べ る つ も り は 無 い 。 し か し ， 我 々 は ３ 月 に 非 常 に 高 度 な プ ロ ジ ェ クト を 進 め る つ も り で あ る 。 （ プ ロ ジ ェ クト

の 一 部 とし て） 我 々は 税 制 を 簡 素 化 し た い。 簡 素 化 は 非 常 に 大 きな 意 味 があ る。 これまで の４ 年 間 ，チ

リ は 低 い 経 済 成 長 に 耐 え て き た 。 チ リ の 潜 在 能 力 を 高 め る こ と が で き る と 信 じ て お り ， そ の た め に は 納 税
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者 に 税 制 の 法 的 確 実 性 を保 証 し， 税 制 を簡 素 化 することが 必 要 である。  

 （現 政 権 によっ て「インテグラド（統 合 ） 方 式 」と「セミ・インテグラド（半 統 合 ） 方 式 」に 分 けられ た）第 １ カ

テゴリー税 （法 人 税 ）を統 合 し 直 し， 税 率 を O E C D 諸 国 水 準 ， つまり約 2 5％に引 き 下 げる という選 挙

公 約 を 維 持 し た い 。 法 人 税 引 き 下 げ は 我 々 のプ ロ ジェ クト の 一 つで あ るが ， そ の 程 度 は 財 務 状 況 に よ る 。

（税 制 の 変 更 と 改 善 にか かるコストは 2 7 億 米 ド ルとされ，税 収 が 減 少 する中 ，その 財 源 をどのように捻

出 するのかとの質 問 に は）４年 間 の平 均 経 済 成 長 率 １％ポイントの効 果 は 7 0 億 ドルと 推 定 される。  

 

（３２） 再 生 可 能 エネルギーの導 入 見 通 し（報 道 ）  
再 生 可 能 エネルギーの普 及 によって， チリ国 のエネルギーマトリックスは変 化 する。  

 発 電 事 業 者 協 会 が コンサル タント にま とめ させた 報 告 によ れば ，２０３０ 年 時 点 で 太 陽 光 発 電 の 導 入

割 合 は３０％。２０１７ 年 ，石 炭 ， ガス 及 び 石 油 に よる火 力 発 電 の 割 合 は， ６０％。２０３０年 にはこれ が

２ ５ ％ ま で 低 減 され ， 残 り の ７ ５ ％ は 再 生 可 能 エ ネ ル ギ ー 由 来 と な る こと で ， （ チ リ 政 府 が 掲 げ る ） ２ ０ ５ ０

年 に ７ ０ ％ 導 入 と い う 目 標 は 達 成 さ れ る 。 ま た ， 水 力 発 電 は ２ ９ ％ ， 太 陽 光 及 び 風 力 発 電 は ４ ２ ％ と

いう割 合 である。  

 ま た ， 同 報 告 は ， ２ ０ ３ ０ 年 ま で に 新 た に ８ ， ８ ０ ０ ～ １ ６ ， ０ ０ ０ Ｍ Ｗ 分 の 発 電 量 が 導 入 さ れ ， この た め

の 投 資 総 額 は ８ ０ ～１ ８ ０ 億 米 ド ル に な る 。い ずれ に し て も ， 導 入 に 向 け た 鍵 は ， 再 生 可 能 エ ネル ギ ーの

柔 軟 性 にあるとし ている。  

 

（３３） 米 国 テスラ社 のチリ進 出 可 能 性 （リチウム）（報 道 ）  
「ビ 」 副 総 裁 は ， 前 述 の 交 渉 有 無 に 留 ま らず， 「 テ」 社 が 電 池 用 の 炭 酸 リ チ ウ ムを 製 造 す る た め の 設

備 をチリに 設 置 する 可 能 性 も 示 唆 した。 更 に，「テ」社 は， 陰 極 リチウムの負 極 在 （ c a t o d o  d e  l i t i o）を

製 造 するための事 業 に 参 画 すること にも 関 心 を有 し ているようだ。  

 「 ビ 」 副 総 裁 は ， 「 テ 」 社 の よ う な 企 業 に と っ て は ， チ リ へ の 接 近 ， チ リ と 戦 略 的 関 係 を 有 す る こと は ， 同

社 の 戦 略 要 素 である 。 電 気 自 動 化 （の 動 き）の中 でグロー バルプレイヤーになろうとするいずれの 企 業 にと

って も ，チリ はキ ーと なろ う， と 述 べ た 。「テ」 社 とＳＱ Ｍ社 は ，「ビ」 副 総 裁 の 発 言 に つい ては ノー コメントで あ

る。  

 

（３４） 太 平 洋 同 盟 ・準 加 盟 国 との包 括 的 交 渉 （外 務 省 国 際 経 済 関 係 総 局 プレスリリー

ス）  
ゴ ー ル ド ・ コ ー ス ト （ 豪 州 ） に 於 い て ， 太 平 洋 同 盟 と 準 加 盟 国 （ 豪 州 ， 加 ， Ｎ Ｚ ， 星 ） は 第 ２ 回 交 渉

会 合 を 開 始 し た 。 チ リ か らは ，ウ リア ＤＩ Ｒ ＥＣ ＯＮ 二 国 間 経 済 局 長 及 び ラミ レス 同 局 太 平 洋 同 盟 課 長

が出 席 する。  

 「 ウ」 局 長 は ， 同 交 渉 プ ロ セス は ， ア ジ ア 太 平 洋 地 域 に 於 け る 経 済 ・ 貿 易 統 合 プ ラッ ト フ ォ ーム へ の 発

展 が 期 待 できる，と 述 べ た。  

 本 交 渉 会 合 で は ， 協 定 案 を 議 論 す る 。 太 平 洋 同 盟 に と っ て は ， 準 加 盟 国 と 協 定 を 締 結 す る こ と は ，

統 合 プ ロ セ ス 上 最 も 大 事 な ア ジ ア ・ 太 平 洋 地 域 へ の 輸 出 の 拡 大 と 多 様 化 が 期 待 で き る 一 方 ， 当 該

地 域 の 第 １次 産 品 への アクセス及 び 新 規 投 資 の 誘 致 が 可 能 となる 。  
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（３５） ２０１７年 輸 出 （銅 輸 出 伸 び）（外 務 省 国 際 経 済 関 係 総 局 プレスリリース）  
中 銀 デ ー タを 用 い た 外 務 省 国 際 経 済 関 係 総 局 （ ＤＩ Ｒ ＥＣ ＯＮ） 輸 出 促 進 局 （ Ｐ ｒｏＣ ｈ ｉ ｌ ｅ ） の 報 告

書 によれば，２０１７年 の チリ輸 出 は６８，３０６百 万 米 ドル， 対 前 年 比 では１３％の増 加 であっ た。  

 全 体 輸 出 に 占 め る 銅 の 輸 出 割 合 は ， ４ ９ ． １ ％ 。 対 前 年 比 で は ２ １ ％ の 増 加 で こ れ は 銅 価 が ２ ７ ％

上 昇 し た こ と が 大 き く 反 映 し て い る 。 一 方 ， 銅 以 外 の 輸 出 割 合 は ５ ０ ． １ ％ ， 対 前 年 比 で は ５ ％ の 増

加 。 輸 出 額 が 初 めて２０ 億 米 ドルを超 えたワインの輸 出 が 大 きく影 響 し た。  

 ブビニ ックＰ ｒｏ Ｃｈ ｉ ｌ ｅ 局 長 は， ２０１７ 年 は ， 様 々 な 果 実 が 輸 出 の 記 録 を 塗 り 替 え た。 具 体 的 に は クル

ミ（４６３ 百 万 米 ド ル） ， 生 鮮 ア ボ ガド（ ４５７ 百 万 米 ドル） ， 生 鮮 レモ ン（１１ ４ 百 万 米 ド ル）， 生 鮮 み かん

（８８百 万 米 ドル），生 鮮 オレンジ（６４百 万 米 ドル） ，冷 凍 イチゴ（４９百 万 米 ドル）である。  

過 去 １ ５ 年 間 で チ リ の 輸 出 は ， ２ １ ， ６ ５ １ 百 万 米 ド ル （ ２ ０ ０ ３ 年 ） か ら６ ８ ， ３ ０ ６ 百 万 米 ド ル （ ２ ０ １

７年 ）と３倍 に 拡 大 した 。  

 上 位 の 貿 易 相 手 先 は ， 中 国 （ 対 世 界 貿 易 に 占 め る 割 合 ：２６ ％）が 引 き続 きトップ で， 米 国 （ 同 １６．

２ ％ ） ， Ｅ Ｕ （ 同 １ ３ ． ８ ％ ） が 後 に 続 く 。 ま た ， メ ル コ ス ー ル ， 太 平 洋 同 盟 ， エ ク ア ド ル 及 び ボ リ ビ ア 向 け の

輸 出 は 合 計 すると１９％。（当 館 注 ： 日 本 は６．３ ％）  

 

（３６） ＡＰＥＣ２０１９（チリＡＢＡＣ，経 済 界 の考 え（投 資 ・デジタル経 済 ）（報 道 ）  
２ ０ １ ９ 年 １ １ 月 Ａ Ｐ Ｅ Ｃ 首 脳 会 合 に 向 け て ， Ａ Ｐ Ｅ Ｃ ビ ジ ネ ス 諮 問 委 員 会 （ ＡＢ Ａ Ｃ ） の チ リ 事 務 局 と

な る チ リ 太 平 洋 財 団 の レ イ ト ン 理 事 長 及 び Ａ Ｐ Ｅ Ｃ 首 脳 会 合 の 準 備 を 担 当 す る チ リ 企 業 家 ５ 名 が 首

脳 会 合 に 向 けた 道 筋 と 主 要 テーマについてコメン トした。  

 ２０ １ ９Ｃ Ｅ Ｏ サミ ッ トの ジ ー ン・ ポー ル・ ル クシ ッ ク会 長 （ 兄 ア ン ド ロ ニ コ・ル クシ ッ ク氏 は ２ ０ ０ ４ 年 Ｃ Ｅ Ｏサ ミ

ッ ト 会 長 ） は ， 世 界 を リ ー ド する ＡＰ Ｅ Ｃ に チ リ が 参 加 し 続 け る こ と ， ま た ， こ れ を 如 何 に サ ポ ー ト す る か を考

えている，と 述 べた。  

 チ リ 製 造 業 振 興 協 会 （ Ｓ Ｏ Ｆ Ｏ Ｆ Ａ） の ベ ル ナ ル ド ・ ラ ライ ン 会 長 （ チ リ ＡＢ Ａ Ｃ 委 員 ） は ， 自 由 な 貿 易 ，

投 資 の 流 れ を 創 り 出 す た め の 規 制 の 収 斂 が （ ２ ０ １ ９ Ａ Ｐ Ｅ Ｃ で ） 扱 う べ き 重 要 な 課 題 の 一 つ で あ る ， と

述 べた。  

 Ａ Ｂ ＡＣ チ リ の リ チ ャ ル ド ・ フ ォ ン ・ ア ペ ン 委 員 長 は ， チ リ が 投 資 の プ ラ ッ ト フ ォ ー ム と な る に は ， 加 ， Ｎ Ｚ ， 豪

州 か ら学 ぶべき。チリ 国 内 には 環 境 ， コミュニティー 及 び 原 住 民 問 題 か ら投 資 が 停 止 され るという 問 題 が

ある 。 何 らかの 措 置 を 採 らな ければ な らない 。 経 済 成 長 を 高 め る 唯 一 の 方 法 は 投 資 の 回 復 であ り， その

ためには，環 境 影 響 の 評 価 システムについて真 剣 に 議 論 する 必 要 がある，と 述 べた。  

 チ リ 太 平 洋 財 団 の ガル セ ス 顧 問 は ， チ リ 経 済 は ア ジ ア ・ 太 平 洋 地 域 に 年 々 依 存 し て お り ， 特 に 投 資

は ， 今 後 益 々 ， 中 国 に 依 存 する だ ろ う 。 一 方 ， デ ジ タル 経 済 に つ い て は ， アジ ア・ 太 平 洋 地 域 に 依 存 し ，

その繋 がりを 強 めていくこと が重 要 である，と 述 べた。  

 チ リ 太 平 洋 財 団 の ア ル ベ ル ト ・ サ ラ 会 長 は ， 道 路 等 の 公 共 イ ン フ ラ 投 資 が 必 要 な よ う に ， デ ジ タ ル 部

門 の イ ン フ ラ 投 資 も 必 要 であ る 。 デ ジ タル の イ ン フ ラ が 整 備 され て い な け れ ば 現 在 議 論 し て い る こと は 前 に

進 められない。デジタル 化 というテーマは今 後 頻 繁 に取 り 上 げ られるだろう，と 述 べた。  

 チ リ 太 平 洋 財 団 の 「 レ」 理 事 長 は ， ＡＰ Ｅ Ｃ 及 び Ｃ ＥＯ サ ミ ット をエ リ ート だ け の ため の 会 議 に は し た く な い 。

一 般 の 人 にも 参 加 してい る感 を 持 って もらえるイベ ントにしたい，と述 べた 。  

 
（以 上 ） 


